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論　説

中小会社の計算書類の信頼性の確保 
――IAASB/IFAC/フランス

弥永　真生

1 　国際監査・保証基準審議会

　国際監査・保証基準審議会（IAASB）は、₂₀₀₉年にスタッフによる Q&Aとして、
『国際監査基準を事業体の規模と複雑さに見合って適用する』（IAASB ［₂₀₀₉］）を公
表した。
　そこでは、第 ₁に、異なる規模と複雑性を有している事業体の監査であっても、
監査人の目的は同じであるが、それは、すべての監査が全く同じように計画され実
施されるということを意味するわけではないとされている。すなわち、国際監査基
準（ISA）は、監査人の目的を達成し、国際監査基準の要求事項を遵守するために
実施されるべき特定の監査手続きが、被監査事業体の規模の大小、複雑であるか比
較的単純であるかにより、かなり異なることがあることを認識している。実際、国
際監査基準の要求事項は監査人が監査において対処すべき事項に焦点をあててお
り、通常は監査人が実施すべき特定の手続きの詳細を定めてはいない1。また、国
際監査基準では、監査人によるリスク評価に基づいて追加的な監査手続きを計画
し、実施することが適切であるとされているが2、中小事業体監査との関連では、
監査人が識別することができる当該事業体における統制活動があまり存在しないと
きには、当該監査人は本質的に実証手続きである追加的監査手続きを実施するこ
と3が効率的であると判断することがあるとされている。さらに、監査を適切に実

1　ISA ₂₀₀, Overall Objectives of the Independent Auditor and the Conduct of an Audit in 
Accordance with International Standards on Auditing, paragraph ₁₉.
2 　ISA ₃₃₀, The Auditor＇s Responses to Assessed Risks, paragraph A₄.
3 　cf. ISA ₃₃₀, paragraph A₁₈. 
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施するためには専門家としての判断を適切に行使することが重要であるが4、この
ことは、中小事業体の監査人が、例外的状況の下で当該要求事項の目的を達成する
ために代替的監査手続きを実施する場合5は別として、国際監査基準の要求事項を
適用しないという判断をすることができるということを意味しないとする （Q₁に対
する回答）。
　第 ₂に、中小事業体は比較的単純な取引を行っていることにより、国際監査基準
を適用して行われる監査は、通常は比較的直截なものとなることが多いと指摘され
ている。たとえば、国際監査基準₃₁₅は、監査人に被監査事業体とその環境を理解
することを求めているが6、中小事業体においてみられる、より単純な構造とプロ
セス7ゆえに、監査人はしばしば当該事業体およびその環境をきわめて容易に把握
し、それを直截に文書化できるとされている。同様に、中小事業体における内部統
制がより単純なものであり得ることは国際監査基準においてしばしば強調されてい
ること8も摘示されている（Q₂に対する回答）。
　第 ₃に、国際監査基準は、それが中小事業体に適用されることを予定していると
指摘されている。まず、国際監査基準の要求事項には、被監査事業体が――中小事
業体ではよくみられることであるが――リスク評価プロセスを有していないかアド
ホックなプロセスしか有していない場合の事業体のリスク評価プロセスについての
理解に関する代替的な手続きが定められている9。また、特定の状況に基づく監査
手続きの選択が定められている。たとえば、国際監査基準₅₄₀の下での会計上の見
積もりについて評価されたリスクについて、財務諸表日後に生じた事象からの証拠
を用いるという選択肢は、そのような証拠が会計上の見積もりと関連性を有し、か
つ、貸借対照表日と監査報告書日との間に長い期間が存在するときには、しばしば
中小事業体の監査における実効的な手続きであるとされている10。さらに、中小事
業体では一般的にみられることであるが、統治責任者と経営者とが同一であるとき

4　ISA ₂₀₀, paragraph A₂₃.
5 　ISA ₂₀₀, paragraph ₂₃.
6 　ISA ₃₁₅, Identifying and Assessing the Risks of Material Misstatement through Understanding 

the Entity and Its Environment, paragraph ₁₁.
7 　ISA ₃₁₅, paragraphs A₄₅, A₈₅ and A₈₇.
8 　ISA ₃₁₅, paragraph A₉₃.
9 　ISA ₃₁₅, paragraph ₁₇.
10　ISA ₅₄₀, Auditing Accounting Estimates, Including Fair Value Accounting Estimates, and Related 

Disclosures, paragraph ₁₃.
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にはある要求事項が条件付きのものとなることが指摘されている11。
　しかも、中小事業体の監査の脈絡で、国際監査基準の特定の要求事項を理解し、
または適用する上で、監査人の助けとなるガイダンスが国際監査基準には含められ
ていることがある。すなわち、「小規模事業体に特有の考慮（Considerations Specific 

to Smaller Entities）」12という見出しの下に適用上の資料が含められている。たとえ
ば、ほとんど統制活動が存在しないという仮定の下に策定された標準監査プログラ
ムまたはチェックリストは、それらを当該監査業務の状況に適応させることを条件
として中小事業体の監査の監査計画に用いることができる13、重要な虚偽表示のリ
スクを識別し、評価するための分析的手続きのための中間または月次の財務情報が
中小事業体においては入手可能ではないことがあり得るため、監査人は当該事業体
の財務諸表の案が入手可能となったときに、分析的手続きを実施することを計画す
る必要があり得る14、中小事業体の統制環境の要素についての監査証拠が文書の形
で入手可能ではないことがありうるため、経営者または所有者兼経営者の態度、意
識および行動が監査人が中小事業体の統制環境を理解するにあたってとりわけ重要
である15というようなことである。
　また、たとえば、監査責任者が監査チームの指示と監督の責任を負うという要求
事項との関連で、₁人のみから成る監査チームしか存在しないときに国際監査基準
をどのように適用するかについても、指針が示されている16。
　さらに、事業体の規模、複雑さおよび性質によって異なる監査の特定の側面、た
とえば、監査人の計画活動の性質と範囲17、関連する不正リスクファクターについ
ての監査人による検討18、監査人と統治責任者とのコミュニケーションのプロセス
とそのコミュニケーションの形式19、内部統制の重要な結果を伝達する詳細さのレ

11　ISA ₂₆₀, Communication with Those Charged with Governance, paragraph ₁₃.
12　このガイダンスは、主として、非上場事業体を念頭において作られているが、考慮事項
の一部は小規模な上場事業体の監査にも有用であり得ると指摘されている。

13　ISA ₃₀₀, Planning an Audit of Financial Statements, paragraph A₁₉.
14　ISA ₃₁₅, paragraph A₁₀.
15　ISA ₃₁₅, paragraphs A₇₇-A₇₈.
16　ISA ₂₂₀, Quality Control for an Audit of Financial Statements, paragraph ₁₅; ISA ₃₀₀, paragraph 

A₁₅.
17　ISA ₃₀₀, paragraph A₁.
18　ISA ₂₄₀, The Auditor＇s Responsibilities Relating to Fraud in an Audit of Financial Statements, 

paragraph A₂₆.
19　ISA ₂₆₀, paragraphs A₃₀ and A₃₈.
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ベル20、および、ある統制が監査に関連するかどうかの判断21に関して、他のガイダ
ンスは摘示している。（Q₃に対する回答）。
　第 ₄に、「監査人は当該監査に関連する（relevant）すべての国際監査基準を遵守
しなければならない。ある国際監査基準は、当該国際監査基準が発効しており、当
該国際監査基準が取り扱っている状況が存在するときには、当該監査に関連す
る。」22とされ、国際監査基準₂₀₀では、「本国際監査基準その他すべての当該監査に
関連する国際監査基準の要求事項を監査人が遵守しない限り、監査人は監査報告書
において国際監査基準に従っている旨を表示してはならない。」と定められている
が23、これは、すべての監査において、すべての国際監査基準が関連するというこ
とを意味するものではない点に留意すべきであるとされている。すなわち、ある国
際監査基準が適用される状況が存在しない場合があり、中小事業体の監査において
は、いくつかの国際監査基準は関連しないと指摘されている。（Q₄に対する回答）。
　第 ₅に、ある国際監査基準が関連していても、そのすべての要求事項がある監査
の特定の状況に関連するわけでないと摘示されている。すなわち、ある要求事項が
条件付きであり、当該条件が存在しないときには、監査人はその要求事項に従う必
要はない24ある条件付き要求事項の関連性を決定づける条件が存在するどうかは当
該監査業務の状況から自明であることがしばしばであると指摘されている（Q₅に
対する回答）。
　第 ₆に、小規模事業体の監査における文書化は、大規模事業体の監査におけるそ
れに比べると、通常、より限定的である（less extensive）と指摘されている25。すな
わち、文書化は単純で比較的簡潔なものでありうる26。中小事業体についての監査
人の理解およびそれに関連する事項のすべてを文書化する必要はない27（Q₇に対す
る回答）。

20　ISA ₂₆₅, Communicating Deficiencies in Internal Control to Those Charged with Governance and 
Management, paragraph A₁₅.

21　ISA ₃₁₅, paragraph A₆₁.
22　ISA ₂₀₀, paragraph ₁₈.
23　ISA ₂₀₀, paragraph ₂₀.
24　ISA ₂₀₀, paragraph ₂₂.
25　ISA ₂₃₀, paragraph A₁₆.
26　ISA ₂₃₀, paragraph A₁₇; ISA ₃₁₅, paragraph A₁₃₂.
27　ISA ₃₁₅, paragraph A₁₃₂.
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2 　国際会計士連盟

　国際会計士連盟（IFAC）が委託した研究によれば、その参加者は、「国際監査基
準の焦点はすべての規模の事業体の財務諸表の監査から大規模で、複雑で、社会的
影響度が大きく、しばしば多国籍の事業体の財務諸表の監査へと変化してきた」と
みており、国際監査基準を中小事業体の監査に適用することが徐々に難しくなって
いると指摘していた（Wong ［₂₀₀₄］ p.₁₆）。
　しかし、国際会計士連盟は、₂₀₁₂年に公表した方針書（IFAC ［₂₀₁₂］）において、
監査の水準は ₁つであるべきであるとの立場を明らかにしている28。すなわち、公
衆は、監査が何を意味するのかについて期待を有しており、監査である以上、同じ
基礎に基づいて行われ、同じ結論に達すると考えているとする。そして、国際監査
基準とは異なる ₁組の監査基準に基づいて監査報告書が作成されることは市場を混
乱させ、監査人、監査のプロセスおよび財務報告に対する信認を失わせることにつ
ながりかねないとする。すなわち、国際会計士連盟は、「監査」という語は、被監
査事業体の規模、複雑性およびタイプにかかわらず、財務諸表の利用者に対して、
監査人が、財務諸表が全体として重要な虚偽表示を含まないということにつき合理
的な保証を得たというメッセージを伝達するものでなければならないと考えてお
り、「監査」という語と結び付けられる保証水準が ₁つの一貫したものであること
が重要であると指摘している。
　もっとも、国際会計士連盟は、₂₀₀₇年に、『中小事業体の監査において国際監査
基準を用いるためのガイド（Guide to Using International Standards on Auditing in the 

Audits of Small- and Medium-Sized Entities）』を作成し、公表しており、₂₀₁₁年には第
₃版を公表している（IFAC {₂₀₁₁］）。

3 　欧州連合

　ほとんどすべての欧州連合（EU）構成国においては、国際監査基準が国内基準
として指定されているか、国内基準に取り込まれている。

28　IAASBの議長であった Kellasも同様の考え方を示している（Kellas ［₂₀₀₅］）。
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［EU構成国における国際監査基準の採択状況］

国際監査基準を
国内基準として指定

国際監査基準を
国内基準に取り込み 未取り込み

オーストリア 　 　 ○ *
ベルギー ○ 　 　
デンマーク 　 ○ 　
フィンランド 　 ○ 　
フランス ○ ** 　
ドイツ 　 ○ 　
アイルランド ○ 　 　
イタリア 　 ○ 　
ルクセンブルク ○ 　 　
オランダ 　 ○ 　
ポルトガル 　 ○ 　
スペイン ○ 　 　
スウェーデン 　 ○ 　
連合王国 ○ 　 　
* 国際監査基準を現時点では取り込んでいないが、企業法典₂₆₉a条は欧州委員会が国際監査基

準を採択したときにはその限りにおいて、計算書類監査および連結計算書類監査はその原則
に従って行われなければならないと規定している。

** 会計士のみ（Arrêté du ₂₀ septembre ₂₀₁₁ portant agrément de la norme professionnelle élaborée par 
le Conseil supérieur de l＇Ordre des experts-comptables, applicable à la mission d＇audit d＇états financiers 
du professionnel de l＇expertise-comptable）。会計監査役は専門職業人業務基準（norme d＇exercice 
professionnel: NEP）に従うことが求められている。

　また、EUにおいては、国際監査基準による法定監査が求められることとされて
いる。すなわち、法定監査指令を改正する₂₀₁₄年指令第₅₆号29による改正後 EU法
定監査指令の₂₆条 ₁ 項は、「構成国は、法定監査人及び監査事務所に対して、₄₈条
₂a項にいうコミトロジー手続き（regulatory procedure with scrutiny）に従って欧州
委員会が採択した国際的な監査基準に従って法定監査を行うことを要求しなければ
ならない。構成国は同じ対象事項を対象とする国際的な監査基準を欧州委員会が採
択していない限りにおいて自国の監査基準を適用することができる。採択された国
際的な監査基準は共同体のすべての公用語でその全文を欧州連合公報（Official 

Journal of the European Union）で公布する。」とし、同条 ₂項は、「第 ₁項にいう「国
際的な監査基準（international auditing standards）」とは、それらが法定監査に関連

29　Directive ₂₀₁₄/₅₆/EU of the European Parliament and of the Council of ₁₆ April ₂₀₁₄ amending 
Directive ₂₀₀₆/₄₃/EC on statutory audits of annual accounts and consolidated accounts, OJ L₁₅₈, 
₂₇.₅.₂₀₁₄, p. ₁₉₆. この指令については、たとえば、林 ［₂₀₁₄］および弥永 ［₂₀₁₅］参照。
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するものである限りにおいて、国際会計士連盟が国際監査・保証審議会を通じて公
表した国際監査基準（International Standards on Auditing （ISAs））、国際品質管理基
準（ISQC ₁）その他関連する基準書（Statement and Standards）を意味する」と規定
している。
　もっとも、₂₆条 ₅ 項は、「構成国が小規模企業の法定監査を要求する場合には、
構成国は第 ₁項にいう監査基準の適用がそのような企業の活動の規模と複雑性に見
合った（proportionate）ものとなるよう定めることができる。構成国は小規模企業
の法定監査への監査基準の見合った適用を確保するための措置を講じることができ
る。」と規定している30。

4 　欧州会計士連盟

　欧州会計士連盟（FEE）は、中小企業の監査について、異なる監査基準を適用す
ることは適切ではないという立場をとっている。その根拠としては、①欧州連合内
での一貫した監査品質、財務報告の信頼性、比較可能性および信用性の強化（中小
企業の監査について異なる基準を採用することは、保証の性質とレベルについて混
乱と誤解を生じさせるリスクがある）、②欧州における調和化に対する害（EU構
成国が異なる基準を適用することが認められると、中小企業の監査について、その
保証水準が国によって異なる可能性がある）、③会計専門職業人に対する害（異な
る基準は ₂段階の監査職業人の出現につながる可能性があり、監査人を探す会社に
とって監査事務所の選択の幅を狭くし、パートナーやスタッフにとっても事務所間
の移動が難しくなる可能性がある）、④₂組の訓練、方法論、ツール、ソフトウェ
アおよび試験などを維持することから生ずる事業者および専門職業人にとってのコ
スト増加、⑤異なる基準が異なる子会社に適用される場合には国境を越えた監査を
行う上での困難性、および、⑥監査事務所に対する ₂組の監視および規制を維持す
ることによるコスト増加などを挙げている（FEE ［₂₀₁₁a］）。

30　前文（₁₂）は「国際的な監査基準は、すべての法域において、すべての規模の、そして
すべてのタイプの事業体に用いることができるように作られているので、構成国の所轄当
局は国際的な監査基準の適用範囲を評価するにあたって小規模会社の事業の規模と複雑性
を考慮に入れなければならない。この点で構成国が採用する規定や措置は法定監査人また
は監査事務所が国際的な監査基準に従って法定監査を行うことを不可能にするものであっ
てはならない。」と述べている。
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　そして、₂₀₁₁年に公表した「つり合いと国際監査基準」（FEE ［₂₀₁₁b］）では、国
際監査基準審議会の₂₀₀₉年スタッフによる Q&Aを引用して、国際監査基準は、す
べての法域において、すべての規模、すべてのタイプの事業体について用いること
ができるように作られているとしている。

5 　フランス

　商法典 L.₈₂₃-₉条は、会計監査役（commissaire aux comptes）は、自らの評価につ
いて説明しつつ、年度計算書類が正規かつ誠実であり、当期の経営成績ならびに当
期末における企業の財政状態および財産についての真実かつ公正な概観を提供して
いることを証明すると定めている。
　中小会社の監査における監査の指針は従来から示されてきたが31、商法典 L. ₈₂₃-
₁₂-₁条は、会計監査役は、事業年度の末日において、純資産、税引前売上高および
平均被用者数について国務院のデクレによって定められた閾値32のうち ₂つを超え
ない合名会社、合資会社、有限会社および略式株式会社においては、特別な監査基
準に従って任務を遂行すると規定している、そして、この監査基準は司法大臣の命
令によって承認されるとされている。
　商法典 L. ₈₂₃-₁₂-₁条は、₂₀₀₈年経済現代化法33によって創設された規定である
が、₂₀₀₈年 ₄ 月₂₈日に国民議会に提出された法案（Projet de loi de modernisation de  

l＇économie, Assemblée nationale, XIIIe législature, No ₈₄₂）段階では、相当する規定は
設けられていなかった。しかし、国民議会における検討の過程で、略式株式会社に
ついて、このような規定を設ける修正案が提出され、可決された。すなわち、国民
議会の経済問題委員会が、商法典に、L. ₂₂₇-₉-₁条にかかわらず、司法大臣の命令
によって承認される監査基準によって、事業年度の末日において、純資産、税引前
売上高および平均被用者数について国務院のデクレによって定められた閾値を超え
ない略式株式会社における会計監査役の任務の遂行にあたって実施すべき手続きが
適応される旨を定める L. ₂₂₇-₉-₂条を新設することを内容とする修正第₄₄₄を提出

31　たとえば、伊豫田［₁₉₈₈］、伊豫田［₁₉₉₃］、村上［₂₀₀₀］参照。
32　₂₀₀₉年 ₂ 月₂₅日デクレ₂₃₄号によって新設された商法典 R. ₈₂₃-₇-₁条は、総資産額₁₅₅万
ユーロ、税引前売上高₃₁₀万ユーロ、平均被用者数₅₀人を閾値として定めている。

33　Loi n° ₂₀₀₈-₇₇₆ du ₄ août ₂₀₀₈ de modernisation de l＇économie.
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し34、この修正案が国民議会において可決された35。修正案では、修正の理由として
は、被監査会社の特性を、実施する監査手続きに、より反映させることのみが指摘
されていたが36、国民議会における審議の過程では、監査費用が過大となったり、
手間が多くなりすぎることなく、会社の価値についての情報の信頼性を確保するた
めの簡略化された手続きと適切な基準が必要であると指摘されていた37。その後、
元老院では、L. ₂₂₇-₉-₂条を削除し、現在の商法典₈₂₃-₁₂-₁条と同様、略式株式会
社のみならず、合名会社、合資会社および有限会社をカバーするよう商法典 L. 

₈₂₃-₁₃ A条として設けるように修正された。その後、両院委員会において協議が
なされ、元老院案に相当する規定を商法典 L. ₈₂₃-₁₂-₁条として設けることとされ
た38。
　この商法典 L. ₈₂₃-₁₂-₁条をうけて、監査基準（norme d＇exercice professionnel）39₉₁₀
（商法典 L. ₈₂₃-₁₂-₁条にいう事業体の年度計算書類の監査証明）40が策定されてい

34　なお、類似した修正案が他にも提出されたが否決され（Decoolらが ₅月₂₆日に提出した
修正第₁₄₀₈）、または動議として取り上げることにつき支持を得られなかった（Sauvadetら
および新中道のメンバーが ₅月₂₆日に提出した修正第₁₃₈₃および Goulardが ₅月₂₀日に提
出した修正第₂₁₂）。

35　Texte Adopté no₁₅₉, Assemblée nationale, XIIIe législature, Session ordinaire de ₂₀₀₇-₂₀₀₈, ₁₇ juin ₂₀₀₈.
36　Gaël Yanno, Pierre Gosnatおよび Jean Gaubertは、略式株式会社のうち、監査を受けなけ
ればならないものの範囲を限定することに反対であった。しかも、Gaël Yannoは、中小事
業体に適した監査基準というアイディアに対しても批判的であった（Assemblée nationale, 
XIIIe législature, Session ordinaire de ₂₀₀₇-₂₀₀₈, Compte rendu intégral, Deuxième séance du jeudi 
₅ juin ₂₀₀₈）。また、経済問題委員会を代表して、Jean-Paul Chariéは、修正第₄₄₄は、会計
監査役が中小企業にその基準または手続きを適応させることを可能にするものであり、₁
週間要したところを半日で監査を行うことができ、中小企業はより少ない監査報酬を支払
えば十分になると説明している。Catherine Vautrinも同様の意義を認め、修正第₄₄₄はきわ
めて興味深い（très intéressant）修正であり、妥協の要素（notion de compromis）がみられる
と指摘している（Assemblée nationale, XIIIe législature, Session ordinaire de ₂₀₀₇-₂₀₀₈, Compte 
rendu intégral, Deuxième séance du jeudi ₅ juin ₂₀₀₈）。

37　たとえば、Michel Bouvard（Assemblée nationale, XIIIe législature, Session ordinaire de ₂₀₀₇-
₂₀₀₈, Compte rendu intégral, Deuxième séance du jeudi ₅ juin ₂₀₀₈）。

38　なお、元老院は、従業員₂₀人、売上高₂₀₀万ユーロおよび総資産₁₀₀万ユーロを閾値とす
るという立場をとっており、国民議会側の報告者も議会がデクレの立案に関与することを
希望すると表明した（N° ₁₀₆₂, Assemblée nationale, XIIIe législature (Enregistré à la Présidence 
de l＇Assemblée nationale le ₁₇ juillet ₂₀₀₈) and N° ₄₇₆, Sénat, Session extraordinaire de ₂₀₀₇-₂₀₀₈ 
(Annexe au procès-verbal de la séance du ₁₇ juillet ₂₀₀₈), Rapport fait au nom de la Commission 
mixte paritaire chargée de proposer un texte sur les dispositions restant en discussion du Projet de loi 
relatif à la modernisation de l＇économie, p.₁₇）。

39　直訳すれば、専門職業人業務基準であるが、以下、監査基準という。
40　NEP-₉₁₀. Certification des comptes annuels des entités mentionnées à l＇article L ₈₂₃-₁₂-₁ du 

code de commerce, Homologuée par arrêté du ₂ mars ₂₀₀₉ publié au J.O. n° ₆₂ du ₁₄ mars ₂₀₀₉.こ
の内容は、CNCC ［₁₉₈₇］および CNCC ［₁₉₉₀］（いずれについても、たとえば、村上［₂₀₀₀］ 
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る。
　監査基準₉₁₀では、計算書類についての意見を基礎づけるために、会計監査役は
監査基準――とりわけ、「計算書類の監査証明の一部として実施される計算書類の
監査の原則」41の規定が適用される（パラグラフ ₄）――に定められた手続きを、
専門家としての判断および本基準に基づいて実施形態を適応させた上で実施しなけ
ればならないとされている（パラグラフ ₃）。すなわち、会計監査役は、必要な場
合には、被監査事業体によって行われる取引の数が少ないことやその単純さ、内部
組織およびその事業体の資金調達方法、会計士（expert-comptable）の存在、当該事
業体における経営者の内部統制に対する直接的な関与、社員数が少ないことを含む

₄₈₇頁以下参照）と同様の発想に基づくものであると推測される。
41　NEP-₂₀₀. Principes applicables à l＇audit des comptes mis en œuvre dans le cadre de la certification 

des comptes.
　　監査基準₂₀₀は、以下のように定めている。まず、会計監査役は専門職業人倫理規程の規
定を遵守しなければならず、会計監査役は法令の規定およびその任務に関する職業上の基
準に従って計算書類の監査の任務を果たさなければならない（パラグラフ ₄）。監査の全体
を通じて、職業的懐疑心を保持し、計算書類の重要な虚偽表示を生じさせうる状況を認識
しなければならない。会計監査役はその作業の過程で入手した証拠の有効性を批判的に評
価し、収集した証拠の信頼性と矛盾しまたはそれを疑わせる情報に注意を払わなければな
らない（パラグラフ ₅）。その作業の全体を通じて、専門家としての判断に基づき、会計監
査役は実施すべき監査手続きの種類、時期および範囲を決定し、収集した証拠から結論づ
けなければならない（パラグラフ ₆）。

　　また、会計監査役による計算書類についての意見の形成は計算書類の全体として重要な
虚偽表示を含まないことについての保証を得ることを必要とする。監査の限界ゆえに、合
理的保証（assurance raisonnable）の公準により、この高いが絶対的ではない保証が表明さ
れる （パラグラフ ₇）。監査の限界は、とりわけ、試査の利用、内部統制の内在的限界、お
よび任務の遂行過程において収集された大部分の証拠は一応の推定がなされるもの
（davantage à des présomptions qu＇à des certitudes）にすぎないという事実から生ずる（パラグ
ラフ ₈）。

　　さらに、パラグラフ ₉以下では監査リスクが取り上げられており、監査リスクは計算書
類の重要な虚偽表示のリスクと会計監査役がそれらの虚偽表示を発見できないリスクとい
う ₂つの構成要素から成るとされている（パラグラフ ₉）。計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクは、当該事業体に特有のものであり、計算書類の監査とは独立に存在する。それは固
有リスクと統制リスクとに分けられる。固有リスクは、当該事業体に存在しうる内部統制
とは関係なく、計算書類に生じ得る重要な虚偽表示の可能性である。統制リスクとは、重
要な虚偽表示がその事業体の内部統制による防止されず、かつ、発見されず、適時に訂正
されないリスクである（パラグラフ₁₀）。発見リストは監査業務に特有のものであり、会計
監査役が重要な虚偽表示を発見できないリスクである（パラグラフ₁₁）。会計監査役は計算
書類の監査証明を行うために必要な保証を得るために監査リスクを受容可能な低いレベル
に低減する。このために、会計監査役は重要な虚偽表示のリスクを評価し、この評価に対
応して、専門職業人の基準に定められた原則に従って、実施すべき監査手続きを計画する。
重要な虚偽表示のリスクが高いと会計監査役が評価すればするほど、発見リスクを低減す
るための追加的監査手続きを会計監査役は実施する（パラグラフ₁₂）。
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状況を考慮に入れて監査手続きの種類、時期および範囲を調整する（パラグラフ
₅）。そして、とりわけ、以下のような調整を行うものとされている。
　第 ₁に、会計監査役は、エンゲージメント・レターにおいて、本基準に言及し、
その専門家としての判断に基づいて、当該被監査事業体の事情に応じた適切な表現
を行わなければならない（パラグラフ ₆）。
　第 ₂に、不正のため計算書類に重要な虚偽表示のリスクがあることを識別し、評
価するにあたって、会計監査役は事情とその事業体が活動する経済的環境について
の知識を用いなければならない。その任務の一環として、当該事業体の幹部に直接
コミュニケーションをとることはその行為および職業倫理を理解することを可能に
することを可能にすることがある（パラグラフ ₇）。
　第 ₃に、幹部の行為および職業倫理を会計監査役が評価することが可能であると
きは、承認と統制活動のプロセスへの幹部の関与は、会計監査役がリスク評価の後
に実施する手続きを簡略化するために用いることができる、監査にとって重要な関
連性を有する内部統制の要素である（パラグラフ ₈）。
　第 ₄に、会計監査役は、とりわけ、被監査事業体の統制環境、記録された取引の
結果を把握することができるときは実施の時期、および、会計士が存在することに
応じて、実証手続きの種類と範囲を限定することができる。（パラグラフ ₉）。
　第 ₅に、事業年度の後、数週間後に手続きを実施することによって、翌期に回収
された売掛金の実在性を確認し、決算期後に受け取った送り状またはなされた支払
いと比較することによって買掛金の網羅性をモニターすることが適切であると考え
ることができる。この監査技法を用いることによって得意先や仕入れ先に対する確
認を省略することができる（パラグラフ₁₀）。
　第 ₆に、会計監査役は、監査日程の設定の仕方を工夫することによって、一定の
会計上の見積もりの監査において、当該見積もりの対象となった項目が終了した年
度後にどのような結果になったのかを検証することに依拠することができる（パラ
グラフ₁₁）。
　第 ₇に、後発事象については、幹部の関与により特徴づけられる統制環境におい
ては、会計監査役は、決算期後の事象を把握するために幹部にインタビューするこ
とに重点を置くことができるとされている（パラグラフ₁₂）。
　第 ₈に、会計監査役は、被監査事業体の事情に照らして、経営者からの確認書の
徴求を適応し、または当該事業体の代表者にその内容について確認を求める（パラ
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グラフ₁₃）。
　第 ₉に、被監査事業体が会計士から業務の提供をうけているときには、会計監査
役はその結論を裏付ける監査証拠の要素として会計士の業務を利用することができ
る。その業務が十分で適切であれば、計算書類の作成を理解するための分析的手続
きを実施することで足りる（パラグラフ₁₄）。
　第₁₀に、上述のように、会計監査役は、監査報告書において「自らの評価につい
て説明」しなければならず（商法典 L.₈₂₃-₉条 ₁ 項）、監査基準₇₀₅によれば、会計
監査役は、監査の過程で行った専門的判断や行使した正当な注意に基づいて、自ら
が重要と考えた評価事項を監査報告書に記載しなければならない（パラグラフ ₇）。
この記載が、「評価についての説明」（justification des appreciations）42であるが、監査
基準₉₁₀では、監査人は、計算書類についてのその報告書において、被監査事業体
の計算書類に主観的データに基づく重大な会計上の見積もりがなく、計算書類およ
び附属明細書表の表示が特に複雑でなく、会計方針の選択またはその適用の態様の
選択肢の数が限定されているときには、短い表現で（rédaction succincte）「評価につ
いての説明」をすることができるとされている（パラグラフ₁₅）。
　第₁₁に、会計監査役は商法典 R. ₈₂₃-₁₀ 条に従って、かつ、本基準の規定、被監
査事業体の規模および特徴ならびに任務の複雑性を考慮に入れて、監査調書を作成
しなければならないとされている（パラグラフ₁₆）。
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